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1.  22年7月期の業績（平成21年8月1日～平成22年7月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年7月期 2,809 2.0 △62 ― △71 ― △122 ―
21年7月期 2,755 9.5 △337 ― △319 ― △497 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年7月期 △1.58 ― △7.2 △2.3 △2.2
21年7月期 △6.42 ― △24.9 △9.5 △12.2

（参考） 持分法投資損益 22年7月期  ―百万円 21年7月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年7月期 2,897 1,627 56.2 21.00
21年7月期 3,260 1,758 53.9 22.70

（参考） 自己資本   22年7月期  1,627百万円 21年7月期  1,758百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年7月期 △421 △30 △66 935
21年7月期 718 68 △13 1,454

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年7月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 0.0 0.0
22年7月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 0.0 0.0
23年7月期 

（予想）
― 0.00 ― 0.00 0.00 0.0

3.  23年7月期の業績予想（平成22年8月1日～平成23年7月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

1,300 6.8 △50 ― △59 ― △60 ― △0.79

通期 3,500 24.6 38 ― 35 ― 31 ― 0.41
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年7月期 77,527,498株 21年7月期 77,527,498株
② 期末自己株式数 22年7月期  39,211株 21年7月期  39,055株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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(1）経営成績に関する分析 

 当事業年度におけるわが国経済は、新たな経済対策を始めとする各種施策の効果などを背景に企業収益は改善が見

られるものの、雇用情勢は依然厳しい状況で推移しております。 

 建設業界におきましては、依然として公共投資は減少を続け、民間設備投資も住宅需要の低迷や設備投資意欲の減

退により大幅に落ち込むなど、縮小する市場での受注競争は一層激化しております。 

 このような状況の中、当社におきましては、主力の上・下水道の施工におきまして、他社との差別化を図るため、

より一層技術力の向上及び新技術の開発を推進してまいりました。また、不動産開発部門におきましては、ＯＬＹ機

材等の普及を図るため、積極的に新規顧客獲得に向け営業を展開するとともに、販売用不動産も引き続き早期売却に

向け販売促進を図ってまいりました。  

 その結果、当会計年度の業績につきましては、受注高22億53百万円（前年同期比37.6％減）、売上高28億9百万円

（前年同期比2.0％増）となりました。 

 収益面につきましては、原価低減、経費削減に努め、その実績が第2四半期会計期間から徐々に反映されてきてお

りますが、計画した売上高に対し、翌期に売上がづれたことに伴い売上高が減少、それに伴い利益も減少した結果62

百万円の営業損失（前年同期は3億37百万円の営業損失）となりました。 

 経常損益面につきましては、支払利息等の支払いにより71百万円の経常損失（前年同期は3億19百万円の経常損

失）となりました。 

 当期純損益につきましては、固定資産売却益5百万円を計上いたしましたが、景気悪化等に伴う取引先からの回収

期間が長期化したことを鑑み、売掛債権及び貸付債権の評価を一層厳格化し、貸倒引当金繰入額52百万円を計上した

ことにより、1億22百万円の当期純損失となりました。 

 事業の種類別概要は、次のとおりであります。 

(建設事業) 

 建設事業におきましては、依然として公共投資の縮減、落札価額の低価格化が引き続いておりますが、元請受注に

注力し、受注高20億39百万円（前年同期比28.3％減）、売上高25億85百万円（前年同期比30.7％増）、完成工事総利

益3億24百万円（前年同期比529.0％増）となりました。 

(不動産事業等) 

 不動産事業等におきましては、引き続きＯＬＹ機材の拡販と販売用不動産の早期売却に努め、受注高2億14百万円

（前年同期比72.0％減）、売上高2億14百万円（前年同期比72.0％減）、不動産事業等総損失4百万円（前年同期は

0.5百万円の不動産事業等総損失）となりました。 

(その他) 

 その他事業におきましては、投資事業において売上高9百万円(前期同期比2.7％減)、その他の売上総利益9百万円

（前年同期比2.7％減）となりました。 

(次期の見通し) 

 今後のわが国経済は、景気浮揚策や為替対策等の施策実施は期待はできるものの、一方では、依然として雇用悪化

や景気の不透明感は引き続いており、先行き予断を許さない状況であります。 

 建設業界におきましては、公共投資の縮減等により熾烈な受注競争が繰り広げられ、経営環境は極めて厳しい状況

が続くものと思われます。 

 こうした中、当社は本業である上・下水道工事施工の効率化を図るとともに受注の拡大を目指し、ここ数年新技術

の取得と新工法の開発を進めてまいりました。新技術の導入におきましては、当期中において特許を取得したピカル

ス工法（パイプ・イン・パイプ工法）により水道工事で施工し成果をあげることができました。今後は、同工法を始

めとした当社の優位性を活用し、積極的に営業活動を推進してまいります。また、下水道工事におきましては、東京

都の下水道工事年度予算額も上積みが期待され、これまでの経験と実績を糧に営業活動を推進してまいります。不動

産事業等におきましては、ＯＬＹ機材の償却負担が次年度より軽減されることから、ＯＬＹ工法のより一層の普及に

向け、他企業に働きかけてまいります。また、不動産部門においては、引き続き販売用不動産の早期売却と収益性の

ある不動産物件の仕入による営業活動を推進してまいります。 

 以上により、平成23年7月期の業績につきましては、売上高3,500百万円（うち建設事業2,857百万円）、営業利益

38百万円、経常利益35百万円、当期純利益31百万円を目指し、全社一丸となり収益力の向上に向け全力を尽くしてま

いります。 

１．経営成績
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(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当事業年度末資産につきましては28億97百万円となり、前期比3億62百万円の減少となりました。流動資産は20億2

百万円と前期比3億24百万円の減少となりました。主な要因は、現金預金5億19百万円の減少、完成工事未収入金2億

87百万円の増加、未成工事支出金1億18百万円の減少によるものであります。固定資産につきましては、8億95百万円

と前期比37百万円の減少となりました。主な要因は、減価償却費等により有形固定資産及び無形固定資産が42百万円

の減少、投資等において5百万円の増加等によるものであります。 

 負債につきましては、12億70百万円となり、前期比2億31百万円の減少となりました。主な要因は、未成工事受入

金3億44百万円の減少、工事未払金2億6百万円の増加、短期借入金66百万円の減少によるものであります。 

 純資産につきましては、16億27百万円となり、前期比1億31百万円の減少となりました。主な要因は、当期純損失1

億22百万円の減少、有価証券評価差額金9百万円の減少によるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、販売用不動産等のたな卸資産の減少や仕入

債務の増加の一方、未成工事受入金の減少や売上債権の増加等により、前事業年度末に比べ5億19百万円減少し、当

事業年度末は9億35百万円となりました。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、4億21百万円（前年同期は7億18百万円の獲得)となりました。これは主に、税引

前当期純損失が1億18百万円となったものの、たな卸資産1億13百万円の減少、仕入債務2億12百万円の増加、未成工

事受入金3億44百万円の減少、売上債権2億93百万円の増加等があったことによるものであります。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、30百万円(前年同期は68百万円の獲得)となりました。これは主に、保険積立金の

支出39百万円及び解約による収入15百万円と貸付金の支出13百万円によるものであります。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は66百万円（前年同期は13百万円の使用）となりました。これは借入金の返済による

支出66百万円によるものであります。 

 （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 自己資本比率：自己資本/総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

 営業キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

 ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

 ※営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。

有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。ま

た、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  平成19年7月期 平成20年7月期 平成21年7月期 平成22年7月期

 自己資本比率（％）  64.6  64.5  53.9  56.2

 時価ベースの自己資本率（％）  59.2  49.1  45.2  42.8

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  4.1  －  1.0  －

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  11.5  －  43.3  －
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置付け、安定した配当を継続的に行うことを基

本方針としております。しかしながら、平成13年7月期以降、建設業界の厳しい経営環境の下、売上、利益共に減少

を余儀なくされ、誠に遺憾ではありますが、無配の状況に至っております。  

 当事業年度は、本業である上・下水道工事施工で新技術の活用を前面に押し出し収益力の回復を期し、営業展開を

図った結果、前事業年度に比し一定の効果は達成できたものの、本格的回復までには至らず、売上高、営業利益、経

常利益ともに計画を下回り、当期純利益も計画未達となり当期純損失は1億22百万円となりました。従いまして、ま

ことに遺憾ではありますが当期においても無配とさせていただきます。 

 次期及び今後の見通しとしましては、年度計画数値を着実に達成し、一日も早く安定した経営基盤を確立させ、内

部留保金につきましては、経営環境の変化に対応できるよう株主資本の充実を図り、将来の事業展開に備えたいと考

えております。 

 当社といたしましては、皆様の信頼にお応えすべく、全社一丸となって業績向上に傾注し、早期復配体制を確立

し、株主重視の経営を取り戻したいと考えております。 

(4）事業等のリスク 

 当社の経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。文中

の将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであります。 

 ①建設業を取り巻く環境の変化によるリスク 

 1）公共工事、民間建設投資が予想以上に削減された場合、受注量が減少し、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 2）公共工事における低価格入札の横行により工事参入機会が減少し、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ②資機材の調達におけるリスク 

  原材料の価格が高騰した際、それを請負金額に反映することが困難な場合には、業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 ③取引先に関するリスク 

  請負契約先の業績悪化により、工事代金の回収の遅延や貸倒れにより、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 ④瑕疵の発生によるリスク 

  品質管理には万全を期しておりますが、多額の瑕疵担保責任及び製造物責任による損害賠償が発生した場合は、

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ⑤労働災害のリスク 

  安全を最優先して工事施工を行っておりますが、予期しない重大な労働災害が発生した場合には、業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

 ⑥金利上昇によるリスク 

  大幅な金利の引き上げが行われた場合には、金融収支の悪化により、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ⑦保有資産の時価の下落 

  保有する有価証券や不動産等の時価が下落した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

   ⑧法的規制によるリスク 

    当社事業は、建設業法、建築基準法、宅地建物取引業法、労働安全衛生法等による法的規制を受けております 

    が、これらの法律の改廃、法的規制の新設、適用基準の変更等がなされた場合には、業績に影響を及ぼす可能性

    があります。 
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 直近の有価証券報告書（平成21年10月28日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」か

ら重要な変更がないため開示を省略いたします。 

(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、「建設業を通して人と社会に大きく貢献していくこと」を基本理念とし、「人と地球に優しい、クリーン

な環境を未来へ」を基本テーマに、高収益体質企業を目標に社会とともに発展していくことを目指しております。 

  

(2）目標とする経営指標 

  当社は上・下水道工事のプロフェッショナルとして、社会資本の整備に貢献するとともに、収益力を一層強化し、

企業価値を高めてまいります。 

  目標  売上高営業利益率  ３％ 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社の所属する建設業界は、昨今の政治動静の不透明感等の影響もあり、ここ数年にわたり、冷え込んだ業界の再

生には、なお時間を要するものと思われ、厳しい経営環境は、当分の間続いていくものと予想されます。 

 当社は創業以来、上・下水道工事の専門業者として、上・下水道の施工を行い、技術に裏打ちされた施工実績によ

り、顧客各層より高い評価を得てまいりました。 

  工事施工時の安全対策につきましても、万全なる体制を組み、7年2ヵ月に亘り無事故施工206万時間を達成し、ま

た、東京都下水道局からは、４カ年施工成績優良業者の表彰（平成22年度）を受ける等、顧客満足度の高い水準で施

工実績を積み上げてまいりました。 

  当社は、今後、更なる発展を目指すため、技術面、人材面、財務面に関して、次の戦略を推し進めてゆく所存であ

ります。 

  ① 技術集団としての取組み 

    当社は、44年にわたり、上・下水道工事の専業業者として、施工を行う中から現場で真に求められる技術を 

  生み出してまいりました。 

    今後も顧客からのニーズにいち早く対応するため、作業効率、原価削減等に反映できる技術を全社一丸とな 

  り、数多く開発していく方針であります。 

  ② 次代を担う人材の育成 

    激変する業界環境の中で、この変化に対応していくためには、次代を担う経営者及び管理者は、新しい感覚 

  で、進取の精神が求められ、これに合致する人材を育成するため、実践的な人事制度を確立し、社内の活性化に

  向け取り組んでまいります。 

  ③ 財務体質の強化 

    従来より指向してまいりました有利子負債の削減等につきましては、相応の成果をあげてまいりましたが、更

  にもう一歩踏み出し、資産内容の見直し、安定した資金の導入を確保するため、資金調達力の強化等を行い、計

  画的かつ戦略的に財務管理を進めていく方針であります。 

２．企業集団の状況

３．経営方針
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 (4）会社の対処すべき課題 

 建設業界を取り巻く環境は、非常に厳しい状況にあることから、当社といたしましては、当面、良質な受注を確

保し、従来にも増して収益性を重視した施工体制をもとに業務を推進してまいります。 

 技術面に関しましては、スーパーウェルポイント・ケーソン工法の施工を完了し、その実績を新技術による施工

実績として登録いたしました。 

 また、当社が開発し特許取得した、ピカルス工法(パイプ・イン・パイプ工法)についても、現在2箇所の現場で施

工しており、これも新工法による実績として確立いたします。 

 これらの新技術に基づく工法をもとに、受注に際しての当社の優位性を確立し、業者間における差別化を推し進

めてまいります。 

 現在の建設関連の市況において、企業は、価格競争の激化に対する競争力や収益力の強化が強く求められており

ます。この状況に対応すべく、当社は、技術の集積により競争力を高めていくと同時に、社内的には、コンプライ

アンス体制を重視し、実効性のある内部統制システムが機能的に発揮でき得る体制の確立を推進してまいります。 

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年７月31日) 

当事業年度 
(平成22年７月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,454,927 935,894

受取手形 671 6,899

完成工事未収入金等 252,374 539,968

未成工事支出金 130,769 12,102

不動産事業等支出金 168,250 114,338

販売用不動産 157,145 217,114

営業投資有価証券 37,582 49,138

短期貸付金 15,000 2,000

前払費用 9,669 9,934

立替金 107,178 90,869

その他 6,561 40,815

貸倒引当金 △12,827 △16,435

流動資産合計 2,327,303 2,002,640

固定資産   

有形固定資産   

建物 839,774 839,774

減価償却累計額 △585,138 △606,639

建物（純額） ※1  254,635 ※1  233,134

構築物 105,918 105,918

減価償却累計額 △100,455 △102,187

構築物（純額） 5,462 3,731

機械及び装置 53,367 53,367

減価償却累計額 △50,768 △51,654

機械及び装置（純額） 2,598 1,712

車両運搬具 6,661 6,661

減価償却累計額 △6,462 △6,530

車両運搬具（純額） 199 130

工具器具・備品 61,369 73,187

減価償却累計額 △58,859 △60,715

工具器具・備品（純額） 2,509 12,471

土地 ※1  404,227 ※1  371,982

有形固定資産計 669,632 623,163

無形固定資産   

ソフトウエア － 2,094

その他 － 1,471

無形固定資産計 － 3,565

投資その他の資産   

長期貸付金 203,008 203,338

従業員に対する長期貸付金 32,414 29,077

破産債権、更生債権等 1,935 3,832

保険積立金 ※1  101,004 ※1  121,604

固定化営業債権 254,732 250,900

その他 34,406 56,639

貸倒引当金 △364,168 △396,881

投資その他の資産計 263,333 268,511

固定資産合計 932,965 895,240
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年７月31日) 

当事業年度 
(平成22年７月31日) 

資産合計 3,260,268 2,897,880

負債の部   

流動負債   

工事未払金 114,887 321,663

短期借入金 ※1  683,963 ※1  617,213

未払金 3,968 6,386

未払費用 50,828 65,714

未払法人税等 6,432 6,097

未払消費税等 20,312 10,413

賞与引当金 13,488 6,075

未成工事受入金 492,388 147,590

預り金 83,228 56,544

その他 2,192 3,200

流動負債合計 1,471,689 1,240,899

固定負債   

退職給付引当金 13,493 16,367

長期預り保証金 16,424 13,212

固定負債合計 29,918 29,579

負債合計 1,501,608 1,270,479

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,758,495 1,758,495

資本剰余金   

資本準備金 752,254 53,475

その他資本剰余金 － －

資本剰余金合計 752,254 53,475

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △698,779 △122,250

利益剰余金合計 △698,779 △122,250

自己株式 △56,481 △56,483

株主資本合計 1,755,488 1,633,236

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,171 △5,834

評価・換算差額等合計 3,171 △5,834

純資産合計 1,758,660 1,627,401

負債純資産合計 3,260,268 2,897,880
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

売上高   

完成工事高 1,978,432 2,585,801

不動産事業等売上高 766,970 214,616

その他の売上高 9,710 9,443

売上高合計 2,755,113 2,809,861

売上原価   

完成工事原価 1,926,887 2,261,586

不動産事業等売上原価 767,559 218,800

売上原価合計 2,694,447 2,480,387

売上総利益   

完成工事総利益 51,544 324,214

不動産事業等総損失（△） △588 △4,183

その他の売上総利益 9,710 9,443

売上総利益合計 60,665 329,474

販売費及び一般管理費   

役員報酬 81,436 50,652

従業員給料手当 91,846 86,905

退職給付費用 3,542 8,224

賞与引当金繰入額 3,155 1,618

法定福利費 17,584 16,740

福利厚生費 12,160 6,271

修繕維持費 1,854 1,843

事務用品費 3,976 4,322

通信交通費 16,381 14,994

動力用水光熱費 3,856 3,283

貸倒引当金繰入額 2,677 204

交際費 10,476 4,766

減価償却費 18,023 15,000

支払手数料 － 110,138

租税公課 11,414 9,632

保険料 17,645 13,796

雑費 101,983 43,779

販売費及び一般管理費合計 398,017 392,175

営業損失（△） △337,351 △62,700

営業外収益   

受取利息 3,888 2,534

受取配当金 367 553

不動産賃貸料 27,485 14,339

雑収入 18,261 5,776

営業外収益合計 50,003 23,204
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

営業外費用   

支払利息 20,162 15,454

不動産賃貸原価 － 7,880

雑支出 11,592 9,012

営業外費用合計 31,755 32,347

経常損失（△） △319,103 △71,844

特別利益   

固定資産売却益 － ※1  5,855

未経過リース債務戻入 22,832 －

その他 － 145

特別利益合計 22,832 6,000

特別損失   

貸倒引当金繰入額 61,474 52,612

減損損失 ※3  90,635 －

固定資産売却損 ※2  1,750 －

営業投資有価証券評価損 36,164 －

その他 8,007 500

特別損失合計 198,033 53,112

税引前当期純損失（△） △494,304 △118,956

法人税、住民税及び事業税 3,294 3,294

当期純損失（△） △497,598 △122,250
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 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算であります。 

  

  

完成工事原価報告書

    
第43期 

（自 平成20年８月１日 
至 平成21年７月31日） 

第44期 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

材料費    286,801  14.9  668,973  29.6

労務費    157,910  8.2  297,192  13.1

外注費    981,588  50.9  840,973  37.2

（うち労務外注費）    (981,588)  (50.9)  (840,973)  (37.2)

経費    500,588  26.0  454,446  20.1

（うち人件費）    (260,060)  (13.5)  (234,588)  (10.4)

 計    1,926,887  100.0  2,261,586  100.0

                           

不動産事業等売上原価報告書

    
第43期 

（自 平成20年８月１日 
至 平成21年７月31日） 

第44期 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

土地・建物代    539,300  70.3  41,658  19.0

経費    228,259  29.7  177,142  81.0

計    767,559  100.0  218,800  100.0
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,758,495 1,758,495

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,758,495 1,758,495

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 752,254 752,254

当期変動額   

資本準備金の取崩 － △698,779

当期変動額合計 － △698,779

当期末残高 752,254 53,475

その他資本剰余金   

前期末残高 － －

当期変動額   

資本準備金の取崩 － 698,779

その他資本剰余金からその他利益剰余金
へ振替

－ △698,779

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計   

前期末残高 752,254 752,254

当期変動額   

資本準備金の取崩 － －

その他資本剰余金からその他利益剰余金
へ振替

－ △698,779

当期変動額合計 － △698,779

当期末残高 752,254 53,475

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △201,180 △698,779

当期変動額   

その他資本剰余金からその他利益剰
余金へ振替

－ 698,779

当期純損失（△） △497,598 △122,250

当期変動額合計 △497,598 576,529

当期末残高 △698,779 △122,250

利益剰余金合計   

前期末残高 △201,180 △698,779

当期変動額   

その他資本剰余金からその他利益剰余金
へ振替

－ 698,779

当期純損失（△） △497,598 △122,250

当期変動額合計 △497,598 576,529

当期末残高 △698,779 △122,250

-13-

㈱大盛工業（1844）　平成22年7月期決算短信（非連結）



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

自己株式   

前期末残高 △56,479 △56,481

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △2

当期変動額合計 △2 △2

当期末残高 △56,481 △56,483

株主資本合計   

前期末残高 2,253,090 1,755,488

当期変動額   

資本準備金の取崩 － －

その他資本剰余金からその他利益剰余金へ
振替

－ －

当期純損失（△） △497,598 △122,250

自己株式の取得 △2 △2

当期変動額合計 △497,601 △122,252

当期末残高 1,755,488 1,633,236

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △14,397 3,171

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 17,568 △9,006

当期変動額合計 17,568 △9,006

当期末残高 3,171 △5,834

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △14,397 3,171

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 17,568 △9,006

当期変動額合計 17,568 △9,006

当期末残高 3,171 △5,834

純資産合計   

前期末残高 2,238,692 1,758,660

当期変動額   

資本準備金の取崩 － －

その他資本剰余金からその他利益剰余金へ振
替

－ －

当期純損失（△） △497,598 △122,250

自己株式の取得 △2 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 17,568 △9,006

当期変動額合計 △480,032 △131,258

当期末残高 1,758,660 1,627,401
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純損失（△） △494,304 △118,956

減価償却費 28,486 26,397

減損損失 90,635 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 65,192 52,817

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,195 2,873

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,109 △7,412

受取利息及び受取配当金 △4,255 △3,088

支払利息 20,162 15,454

未経過リース債務戻入 △22,832 －

固定資産売却損益（△は益） 1,750 △5,855

営業投資有価証券評価損 36,164 －

売上債権の増減額（△は増加） 304,827 △293,821

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △1,039 △22,754

たな卸資産の増減額（△は増加） 446,317 113,238

仕入債務の増減額（△は減少） △170,156 212,435

未成工事受入金の増減額（△は減少） 492,388 △344,797

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減
少）

△1,297 △329

未払消費税等の増減額（△は減少） 18,626 △9,898

破産更生債権等の増減額（△は増加） 607 △1,148

その他 △83,113 △20,376

小計 732,464 △405,217

利息及び配当金の受取額 4,255 3,088

利息の支払額 △16,571 △14,436

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,080 △4,985

営業活動によるキャッシュ・フロー 718,067 △421,551

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △11,817

有形固定資産の売却による収入 300 13,104

無形固定資産の取得による支出 － △3,921

貸付けによる支出 △32,800 △13,000

貸付金の回収による収入 91,609 6,695

保険積立金の積立による支出 △1,084 △39,098

保険積立金の解約による収入 6,541 15,241

その他 3,759 2,066

投資活動によるキャッシュ・フロー 68,326 △30,728

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △9,050 △66,750

長期借入金の返済による支出 △4,500 －

自己株式の取得による支出 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,552 △66,752

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 772,842 △519,032

現金及び現金同等物の期首残高 682,084 1,454,927

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,454,927 ※1  935,894
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 前事業年度（自平成20年8月1日 至平成21年7月31日） 

  該当事項はありません。 

 当事業年度（自平成21年8月1日 至平成22年7月31日） 

  該当事項はありません。 

継続企業の前提に関する注記
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重要な会計方針

項目 
第43期 

（自 平成20年8月 1日 
至 平成21年7月31日） 

第44期 
（自 平成21年8月 1日 
至 平成22年7月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末決算日の市場価格等に基づく時

価法 

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 

未成工事支出金 

同左 

  

  不動産事業等支出金 

個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 

不動産事業等支出金 

同左 

  

  販売用不動産 

個別法による原価法  

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 

販売用不動産 

同左  

  

    （会計方針の変更） 

 当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第9号

平成18年7月5日公表分）を適用してお

ります。 

 なお、当該変更に伴う損益に与える

影響はありません。 

──── 
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項目 
第43期 

（自 平成20年8月 1日 
至 平成21年7月31日） 

第44期 
（自 平成21年8月 1日 
至 平成22年7月31日） 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（リース資産除く） 

定率法 

但し、茨城工場及び平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物 ７年～50年 

機械装置及び車両運搬具 

２年～13年 

(1）有形固定資産（リース資産除く） 

同左 

  (2）無形固定資産（リース資産除く） 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(5

年)に基づいております。 

(2）無形固定資産（リース資産除く） 

同左 

  (3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日がリ

ース会計基準適用初年度開始前のリース

取引については、通常の賃貸借取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

(3）リース資産 

   同左 
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項目 
第43期 

（自 平成20年8月 1日 
至 平成21年7月31日） 

第44期 
（自 平成21年8月 1日 
至 平成22年7月31日） 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率

により、貸倒懸念債権及び破産更生債

権等については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

翌事業年度における支給見込額のうち

当事業年度負担分を計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金 

同左 

  (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務を計

上しております。なお、退職給付引当

金の対象従業員が300名未満であります

ので、簡便法によっており、退職給付

債務の金額は当事業年度末自己都合要

支給額(適格退職年金制度により支給さ

れる部分を除く)としております。 

(3)退職給付引当金 

同左 

５．完成工事高の計上基準 完成工事高の計上は、工事完成基準によっ

ておりますが、長期請負工事「工期１年以

上、かつ請負金額１億円以上」について

は、工事進行基準を適用しております。 

 なお、工事進行基準による計上額は、 

  であります。 

完成工事高 千円 1,892,546

完成工事原価 千円 1,771,486

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

イ 当事業年度までの進捗部分について

 成果の確実性が認められる工事 

  工事進行基準（工事の進捗率の見積

 りは原価比例法） 

ロ その他の工事 

  工事完成基準 

  

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から3ヵ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

    同左 

７．消費税等に相当する額の

会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。 

    同左 
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会計処理方法の変更

第43期 
（自 平成20年8月 1日 
至 平成21年7月31日） 

第44期 
（自 平成21年8月 1日 
至 平成22年7月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基準

（企業会計基準第13号（平成5年6月17日（企業会計審議会

第一部会）、平成19年3月30日改正））及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会 会計制度委

員会）、平成19年3月30日改正））を適用し、通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

 なお、当該変更に伴う損益に与える影響はありません。

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）  

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工期

１年以上、かつ請負金額１億円以上の工事については工事

進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用

しておりましたが、当事業年度より「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号 平成19年12月27日）が適用されたことに

伴い、当事業年度に着手した工事契約から、当事業年度ま

での進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事完成基準を適用して

おります。 

 これにより、当事業年度末の売上高は95,861千円増加

し、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失は、それぞ

れ4,049千円減少しております。 

  

表示方法の変更

第43期 
（自 平成20年8月 1日 
至 平成21年7月31日） 

第44期 
（自 平成21年8月 1日 
至 平成22年7月31日） 

 (貸借対照表関係) 

「会員権」は前期において区分掲記しておりました

が、金額の重要性がなくなったため、当期から「投資

その他の資産」の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 なお、当期の「会員権」は、8,400千円でありま

す。 

──── 

  

  

 (損益計算書関係) 

         ────  

 (損益計算書関係) 

前期まで販売費及び一般管理費の「雑費」に含めて

表示しておりました、株式取扱手数料、弁護士報酬費

用等につきましては、当事業年度より、より明瞭に表

示することが適切であると考えられることから「支払

手数料」として区分掲記いたしました。 

なお、前期における株式取扱手数料、弁護士報酬費

用等の金額は54,770千円であります。  
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注記事項

（貸借対照表関係）

第43期 
（自 平成20年8月 1日 
至 平成21年7月31日） 

第44期 
（自 平成21年8月 1日 
至 平成22年7月31日） 

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 

建物 千円176,501

土地  155,952

保険積立金  24,838

計  357,292

建物 千円164,974

土地  155,952

保険積立金  121,604

計  442,530

上記に対応する債務は次のとおりであります。 上記に対応する債務は次のとおりであります。 

短期借入金 千円176,855

(1年内に返済する予定の長期借入金) 

短期借入金 千円126,855

(1年内に返済する予定の長期借入金) 

  なお、上記保険積立金は、工事請負契約の履行保険契

約に対する質権の設定分であります。 

  なお、上記保険積立金は、工事請負契約の履行保険契

約に対する質権の設定分であります。 

（損益計算書関係）

第43期 
（自 平成20年8月 1日 
至 平成21年7月31日） 

第44期 
（自 平成21年8月 1日 
至 平成22年7月31日） 

1                  ────       ※１．固定資産売却益の内訳は次の通りであります。  

  土地 千円5,855

※２．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。              ──── 

機械装置 千円1,750   

※３．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

 当社は、原則として、事業用資産については管理会

計の損益区分を基準としてグルーピングを行っており

ます。また、遊休資産土地及び本社等については独立

したキャッシュ・フローを生み出さないことから、

各々遊休資産及び共用資産としてグルーピングをして

おります。 

 当社は、営業活動から生じる損益が継続的にマイナ

スの事業について減損の兆候を共用資産及び遊休資産

を含むより大きな単位グループごとに検討し、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上いたしております。 

 なお、当社の回収可能価額は、正味売却価額で測定

しております。  

場所 用途 種類 減損損失 

本社（東京都 

葛飾区） 

共用資産

（本社等）  

建物、構築物

等 
千円86,285

遊休資産 

(栃木県日光市) 
遊休資産  土地  千円4,350
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 前事業年度（自 平成20年8月1日 至 平成21年7月31日） 

 （１）発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

  

 （２）新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

 （３）配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

 当事業年度（自 平成21年8月1日 至 平成22年7月31日） 

 （１）発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

  

 （２）新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

 （３）配当に関する事項 

    該当事項はありません。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前期末株式数

（株） 
当期増加株式数

（株） 
当期減少株式数

（株） 
当期末株式数 

（株） 

発行済株式         

普通株式  77,527,498  －  －  77,527,498

合計  77,527,498  －  －  77,527,498

自己株式         

普通株式  38,896  159  －  39,055

合計  38,896  159  －  39,055

  
前期末株式数

（株） 
当期増加株式数

（株） 
当期減少株式数

（株） 
当期末株式数 

（株） 

発行済株式         

普通株式  77,527,498  －  －  77,527,498

合計  77,527,498  －  －  77,527,498

自己株式         

普通株式  39,055  156  －  39,211

合計  39,055  156  －  39,211
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

第43期 
（自 平成20年８月１日 
至 平成21年７月31日） 

第44期 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年７月31日現在） （平成22年７月31日現在） 

現金預金勘定 千円1,454,927

現金及び現金同等物  1,454,927

現金預金勘定 千円935,894

現金及び現金同等物  935,894

（リース取引関係）

  
第43期 

（自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日） 

第44期 
（自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日） 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日がリース会計基準適

用初年度開始前のリース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日がリース会計基準適

用初年度開始前のリース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

１．リース物件の取得価

額相当額、減価償却

累計額相当額及び期

末残高相当額 

  
取得価額相

当額 
（千円） 

減価償却累

計額相当額

（千円） 

期末残高相

当額 
（千円） 

 車両運搬具  4,491  3,069  1,422

  
取得価額相

当額 
（千円） 

減価償却累

計額相当額 
（千円） 

期末残高相

当額 
（千円） 

 車両運搬具  4,491  3,967  524

２．未経過リース料期末

残高相当額 

 1年内 千円 961

 1年超          千円 583

 合 計    千円 1,545

 1年内 千円 583

 1年超 千円 －

 合 計 千円 583

３．支払リース料、減価

償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 千円1,017

減価償却費相当額 千円898

支払利息相当額 千円102

支払リース料 千円1,017

減価償却費相当額 千円898

支払利息相当額 千円55

４．減価償却費相当額の

算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

    同左 

５．利息相当額の算定方

法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

    同左 
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当事業年度（自 平成21年8月1日 至 平成22年7月31日） 

（追加情報） 

 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年3月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月10日）を適用しております。

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に関する取組指針 

 当社は、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に増資や銀行借入）を調達しております。一時的な余

資は主に流動性の高い金融資産で運用し、他に事業遂行上必要に応じ貸付けも行っております。また、短期的

な運転資金は銀行借入により調達しております。また、デリバティブ取引の利用もなく、投機的な取引は行わ

ない方針であります。  

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等については、顧客の信用リスクに晒されております。 

  営業投資有価証券については、主に短期投資目的であり、市場価格の変動リスクに晒されております。ま

た、取引先企業に対し貸付けを行っております。 

  営業債務である工事未払金は、そのほとんどが２カ月以内の支払期日であります。 

 借入金は、短期的な運転資金を目的としたものであり、１年以内返済予定のものであります。  

２．金融商品の時価等に係る情報 

 （※1)長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。   

  

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資産 

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)完成工事未収入金等 

 これらは、短期間で決済するものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっ

ております。 

  

(4)営業投資有価証券 

 これらの時価については、取引所の価格によっております。 

  

（金融商品関係）

  貸借対照表計上額  時価（千円）  差額（千円） 

 (1)現金及び預金  935,894   935,894   －

 (2)受取手形   6,899   6,899   －

 (3)完成工事未収入金等   539,968   539,968   －

 (4)営業投資有価証券   49,138   49,138   －

 (5)短期貸付金   2,000   2,000   －

 (6)長期貸付金   203,338   －       

 貸倒引当金(※1)   △139,475   －       

  63,863   63,863   －

 (7)従業員に対する 

      長期貸付金 
  29,077   29,077   －

資産計    1,626,841   1,626,841   －

 (1)工事未払金   321,663   321,663   －

 (2)短期借入金    617,213   614,552   △2,660

負債計    938,876   936,215   △2,660
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(5)短期貸付金、(6)長期貸付金、(7)従業員に対する長期貸付金 

 貸付金の時価の算定は、一定期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシ

ュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割引いた現在価値で算定してお

ります。また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は

担保及び保証による回収見込み額等により、時価を算定しております。 

  

負債 

(1)工事未払金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

  

(2)短期借入金 

 これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いた現在価値に

より算定しております。 

  

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 該当事項はありません。   
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前事業年度（平成21年７月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

    ２．その他有価証券で時価のあるものの減損処理については、当事業年度において営業投資有価 

      証券評価損36,164千円を計上しております。 

      なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合、 

      「著しく下落した」ものと判断し減損処理を行っております。 

  

３．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成20年８月１日 至平成21年７月31日） 

   該当事項はありません。  

  

 ４．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成20年８月１日 至平成21年７月31日） 

（有価証券関係）

  
種類  

取得原価 
(千円)  

貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を 

超えるもの  
                 

株 式  15,986  21,108  5,121

 債 券  －   －   －

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  －  －  －

その他  10,300  10,667  367

小計  26,286  31,775  5,489

貸借対照表計上額が取得原価を 

超えないもの 
                 

株 式  5,932  5,806  △126

債 券  －  －  －

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  －  －  －

その他  －  －  －

小計  5,932  5,806  △126

合計  32,218  37,582  5,363

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

 60,356  9,867  △157
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 ５．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  ６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

    該当事項はありません。 

  

当事業年度（平成22年７月31日現在） 

１．売買目的有価証券（平成22年７月31日） 

 該当事項はありません。    

２．満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

３．子会社株式及び関連会社株式  

該当事項はありません。 

４．その他有価証券 

   

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券  －

非上場の外国債券  －

(2）その他有価証券  －

非上場株式  －

証券投資信託の受益証券  －

    
種類  

貸借対照表計上額 
(千円)  

取得原価 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

  

（1）株 式  24,549  22,525  2,023

 （2）債 券                     

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  －  －  －

③その他  －  －  －

（3）その他  －  －  －

小計  24,549  22,525  2,023

貸借対照表計上額が取 

得原価を超えないもの 

  

（1）株 式  15,184  22,860  △7,676

（2）債 券  －  －  －

①国債・地方債等  －  －  －

②社債  －  －  －

③その他  －  －  －

（3）その他  9,404  9,587  △182

小計  24,589  32,447  △7,858

合計  49,138  54,973  △5,834
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５．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

   

  

前事業年度（自平成20年８月１日 至平成21年７月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

  該当事項はありません。 

２．取引の時価等に関する事項 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  該当事項はありません。 

当事業年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

  該当事項はありません。 

２．取引の時価等に関する事項 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  該当事項はありません。 

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

（1）株式  242,028  7,572  1,632

（2）債券  92,160  1,135  －

  ①国債・地方債券  －  －  －

  ②社債  92,160  1,135  －

  ③その他  －  －  －

（3）その他   97,689  2,481  646

 合計  431,878  11,188  2,278

（デリバティブ取引関係）
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１．採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び一時金制度を設けております。  

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

  ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（退職給付関係）

  
第43期 

（平成21年７月31日現在） 

第44期 

（平成22年７月31日現在） 

イ．退職給付債務        △13,493千円    △114,563千円 

ロ．年金資産  －  98,195

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）        △13,493  △16,367 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額  －  －

ホ．未認識数理計算上の差異  －  －

ヘ．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ）        △13,493  △16,367 

  

第43期 

（自 平成20年８月１日 

至 平成21年７月31日） 

第44期 

（自 平成21年８月１日 

至 平成22年７月31日） 

イ．勤務費用 －    16,453千円 

ロ．利息費用  －  －

ハ．期待運用収益  －  －

ニ．会計処理基準変更時差異の費用処理額  －  －

ホ．数理計算上の差異の費用処理額  －  －

ヘ．過去勤務債務の費用処理額  －  －

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋

ヘ） 
 －  16,453

  
第43期 

（平成21年７月31日現在） 

第44期 

（平成22年７月31日現在） 

  (1)割引率       －       － 

  (2)期待運用収益率       －       － 

  (3)退職給付見込額の期間配分方法       －       － 

  (4)過去勤務債務の額の処理年数       －       －  

  (5)数理計算上の差異の処理年数       －       － 

  (6)会計基準変更時差異の処理年数       －       － 
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前事業年度（自 平成20年8月1日 至 平成21年7月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に

換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

（注）会社法施行以前に付与されたストック・オプションであるため記載しておりません。 

（ストック・オプション等関係）

  
平成17年10月27日 
定時株主総会決議 

  

付与対象者の区分及び数 

 当社取締役     ６名 

 当社監査役     ３名 

 当社従業員     44名 

  

ストック・オプション数  普通株式   2,175,000株   

付与日  平成18年3月30日   

権利確定条件 

付与日(平成18年3月30日)以降、

権利確定日(平成18年11月1日）ま

で継続して勤務していること。 

  

対象勤務期間 
  自 平成18年 3月30日 

 至 平成18年10月31日 
  

権利行使期間 
  自 平成18年11月 1日 

 至 平成24年10月31日 
  

  
 平成17年10月27日 
定時株主総会決議  

権利確定前      （株）      

前事業年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後      （株）      

前事業年度末  1,969,000

権利確定  －

権利行使  －

失効  71,000

未行使残  1,898,000

  
 平成17年10月27日 
定時株主総会決議  

権利行使価格      （円）  68

行使時平均株価     （円）  －

公正な評価単価（付与日）（円） （注）   － 
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当事業年度（自 平成21年8月1日 至 平成22年7月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に

換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

（注）会社法施行以前に付与されたストック・オプションであるため記載しておりません。 

  
平成17年10月27日 
定時株主総会決議 

  

付与対象者の区分及び数 

 当社取締役     ６名 

 当社監査役     ３名 

 当社従業員     44名 

  

ストック・オプション数  普通株式   2,175,000株   

付与日  平成18年3月30日   

権利確定条件 

付与日(平成18年3月30日)以降、

権利確定日(平成18年11月1日）ま

で継続して勤務していること。 

  

対象勤務期間 
  自 平成18年 3月30日 

 至 平成18年10月31日 
  

権利行使期間 
  自 平成18年11月 1日 

 至 平成24年10月31日 
  

  
 平成17年10月27日 
定時株主総会決議  

権利確定前      （株）      

前事業年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後      （株）      

前事業年度末  1,898,000

権利確定  －

権利行使  －

失効  60,000

未行使残  1,838,000

  
 平成17年10月27日 
定時株主総会決議  

権利行使価格      （円）  68

行使時平均株価     （円）  －

公正な評価単価（付与日）（円） （注）    － 
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前事業年度（自平成20年８月１日 至平成21年７月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

   （追加情報） 

    当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11月28 

   日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号 平成20 

   年11月28日）を適用しております。  

前事業年度（自平成20年８月１日 至平成21年７月31日） 

 該当事項はありません。 

   （追加情報） 

    当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び「関

   連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用してお

   ります。 

    なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

    当事業年度（自平成21年８月１日 至平成22年７月31日） 

     該当事項はありません。  

（税効果会計関係）

第43期 
（自 平成20年８月１日 
至 平成21年７月31日） 

第44期 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

繰延税金資産      

貸倒引当金損金算入限度超過

額 
千円153,015

販売用不動産評価損  124,204

減損損失  177,017

債権貸倒否認額  169,566

税務上の繰越欠損金  2,026,316

その他  58,337

繰延税金資産小計  2,708,458

評価性引当額  △2,708,458

繰延税金資産合計  －

繰延税金負債      

 その他有価証券評価差額金  △2,192

繰延税金負債合計  △2,192

繰延税金資産の純額  △2,192

  

繰延税金資産      

貸倒引当金損金算入限度超過

額 
千円178,346

たな卸評価損  117,535

減損損失  175,695

債権貸倒否認額  166,051

税務上の繰越欠損金  1,952,335

その他  45,358

繰延税金資産小計  2,635,323

評価性引当額  △2,635,323

繰延税金資産合計  －

繰延税金負債      

 その他有価証券評価差額金  －

繰延税金負債合計  －

繰延税金資産の純額  －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   当期純損失のため記載を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   当期純損失のため記載を省略しております。 

（持分法損益等）

（賃貸等不動産関係）

（関連当事者情報）
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 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

項目 
第43期 

（自 平成20年８月１日 
至 平成21年７月31日） 

第44期 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

１株当たり純資産額       22円70銭         21円00銭 

１株当たり当期純損失金額 6円42銭  1円58銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額につきましては、１株当

たり当期純損失であるため記載をして

おりません。 

       同 左 

  

  

  

  
第43期 

（自 平成20年８月１日 
至 平成21年７月31日） 

第44期 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

１株当たり当期純利益金額            

当期純損失（千円）  497,598  122,250

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（千円）  497,598  122,250

期中平均株式数（株）  77,588,534  77,488,341

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 平成17年10月27日定時株主総

会決議によるストックオプショ

ン（株式の種類及び数、普通株

式1,898千株） 

 平成17年10月27日定時株主総

会決議によるストックオプショ

ン（株式の種類及び数、普通株

式1,838千株） 
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（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成20年８月１日 
至 平成21年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年８月１日 
至 平成22年７月31日） 

（資本準備金の減少及び剰余金の処分）  

 当社は、平成21年10月２日開催の取締役会において、

平成21年10月28日開催の定時株主総会にて資本準備金の

減少及び剰余金の処分について付議することを決議し、

同株主総会にて承認可決されました。なお、本件は純資

産の部の勘定の組み替えであり、純資産額の変動ではな

く、損益及び純資産に与える影響はありません。 

(1)資本準備金の減少 

  ①資本準備金の額の減少の目的 

    会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備

金の取崩しを行い、その他資本剰余金に振替え、

早期復配体制の実現を目指すものであります。 

  ②減少する資本準備金の額 

   資本準備金752,254千円のうち698,779千円 

  ③資本準備金額の減少が効力を生ずる日 

   平成21年10月28日 

(２)剰余金の処分 

  ①剰余金の処分の目的 

     会社法第452条の規定に基づき、剰余金の処分と

して、その他資本剰余金を減少させ、その他利益

剰余金のうち、繰越利益剰余金への振替えを行

い、繰越損失の解消を図るものであります。 

   ②その他資本剰余金の減少内容 

   イ.増加する剰余金の項目 

     その他利益剰余金 

   ロ.減少する剰余金の項目 

     その他資本剰余金 

   ハ.処分する各剰余金の項目に係る額 

     その他利益剰余金 698,779千円 

     その他資本剰余金 698,779千円 

   ③剰余金の処分が効力を生ずる日 

    平成21年10月28日 

  

           ──── 
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   役員の異動 

   平成22年８月６日開催の臨時株主総会において、山口伸廣、栗城幹雄、和田明彦、濱田直人の４氏が新たに取締役

  に選任され就任いたしました。 

  

５．その他
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